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１．はじめに 

社会資本の多くは高度経済成長期に整備され，今後急

速に老朽化することが懸念されており，維持補修費用の

財源の確保が重大な課題となっている．現在，維持補修

は，基本的には税金が原資とされ，高速道路は利用者か

ら徴収した料金が充てられている．しかしながら，今後

増加する維持管理・更新費用を持続的かつ公正に賄うた

めには適正な費用負担を確立させる必要がある．一般道

路に対して，税金のみが充当されている現状は，公的資

金の限界費用(MCF：marginal cost of public funds)と呼ばれ

る損失を発生させ，それは社会が負担するコストとなっ

ている．その一方で，利用者は直接的には負担をしてい

ないため，損失が発生していない．この意味で，必ずし

も公正ではない．高速道路の場合は，その逆に利用者の

みが負担をしているという現状において公正ではない． 

 本研究では，まず，持続的で公正な一般道路・高速道

路のすべての道路での適正料金水準の導出を目的とする．

まず，ここでは一般道路と高速道路の単純な2路線を対象

として適正な料金水準を導出する考え方の整理を行う．

本研究では最終的には税金の投入も考慮に入れた分析に

拡張させる．そのための基礎分析をここでは行う． 

２．維持補修のための適正料金水準モデル 

 森杉・河野 1）は，高速道路整備において財源調達の限

界費用を考慮した効率的料金水準の公式を導出した．こ

れに対し，本研究では，まず総費用を最小化させるとい

う意味での適正料金水準の導出を行う．これは，瀬木ら

2）の行った補修費用の推計とその負担のための適正料金

水準の導出に関する研究を参考に，これを山梨県におい

て一般道路にまで料金徴収を拡張したときの適正料金水

準の導出に関わる知見を，整理しようと考えたためであ

る． 

ここで，高速道路をリンク1，一般道路をリンク 2 

（リンク𝑘(𝑘 ∈ {1,2})）とする．解くべき総費用最小化問

題は以下のように定式化される． 
 

𝑚𝑖𝑛
{𝑥1,𝑥2}

𝑇𝐶 (1) 

𝑇𝐶 = ∑ {𝛽𝑥𝑘𝑡𝑘 + 𝑚𝑘𝑥𝑘 + 𝐹𝑘}

𝑘∈{1,2}

(2) 

s. t.  
(𝑝1 + 𝑓) + 𝛽𝑡1 = (𝑝2 + 𝑓) + 𝛽𝑡2 (3) 

ここで，𝑡𝑘は走行時間関数であり，BPR関数を用いて 

𝑡𝑘 = 𝑡0 [1 + 𝛼 (
𝑥𝑘

𝐶𝑘
)

𝛾

] (4) 

と定式化する．𝑡0は自由走行時間を表し，𝐶𝑘はリンク𝑘の

交通容量を示す定数であり，α，γはパラメータである． 
𝑝1は高速道路料金，𝑝2は一般道路料金，𝑓は燃料税であ

る．𝑚𝑘は車 1台当たりの限界維持補修費用を表す定数で

ある．𝐹𝑘は道路事業者の固定費用であり，自然劣化に起

因する維持補修費用や債務の償還費用等から構成される． 

式(2)の第一項は旅行時間費用，第二項は道路事業者の

維持補修費用のうち，可変費用部分であり，第三項は固

定費用部分を意味する．道路利用者が支払う料金は道路

事業者の収入となり，社会全体では差し引きゼロになる

ため式(2)には𝑝1, 𝑝2は現れない． 

式(3)は一般化費用による利用者均衡条件である．この

制約により式(2)の𝑥𝑘が導出されることから，間接的には

𝑝1, 𝑝2, 𝑓が導出することになる． 

以上にて，提案したモデルに基づき，ここでは，3 つ

のケースおける数値計算を行う． 

 Case1 
Case1 は現状におけるシミュレーションである．すな

わち，高速道路のみ料金徴収され，一般道路は，燃料税

により賄われている状況である．このとき，上の最適化

問題に対し，以下の制約条件式が追加される． 

𝑝1𝑥1 = 𝑚1𝑥1 + 𝐹1 (5) 
𝑓(𝑥1 + 𝑥2) = 𝑚2𝑥2 + 𝐹2 (6) 

 Case2 
Case2 は高速道路，一般道路それぞれにおいて独立し

た料金徴収を行ったケースであり，このときは，燃料税

は考慮しない．
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表-1 モデルの適用条件

 
このとき，上の最適化問題に対し，以下の制約条件式が

追加される． 

𝑝1𝑥1 = 𝑚1𝑥1 + 𝐹1 (7) 
𝑝2𝑥2 = 𝑚2𝑥2 + 𝐹2 (8) 

 Case3 
Case3 は Case2 における高速道路と一般道路の独立性

を無くし，道路全体で料金徴収を図ったケースである．

このとき，上の最適化問題に対し，以下の制約条件式が

追加される． 
𝑝1𝑥1 + 𝑝2𝑥2 = 𝑚1𝑥1 + 𝑚2𝑥2 + 𝐹1 + 𝐹2 (9) 

Case1，Case2については制約条件のみから料金が決定

される．Case3 のみが𝑇𝐶を最小化する𝑝1, 𝑝2の導出のた

めの非線形計画問題となる． 

３．数値シミュレーションによる分析 

(1) モデルの適用条件 

本章では，表-1に示したパラメータ設定の下で数値シ

ミュレーションを行う．高速の固定費用に関しては，1km

あたりの建設費用は 50 億円であり，災害リスク等を考

慮した資本コストは 1km あたり 100 億円，構造寿命は

100 年間であるとして，当該区間の一日当たりの資本コ

ストを概算した．計画管理費用は当該区間 1kmあたり年

間 7330万円程度 3），維持補修費用は，舗装以外に関する

費用で当該区間 1kmあたり年間 6390万円程度 4）である

と仮定する．一般道路については山梨県の過去 5年間の

舗装以外の維持管理費用 5）の平均値を固定費用としてい

る．限界費用に関しては田上 6）の知見をもとに設定して

いる．式(2)の左辺にターミナル料として 150円を計算に

反映しているが距離に応じない料金であるため，これ以

降の計算には考慮しないものとする． 

(2) 計算結果の比較 

 それぞれのケースにおける料金設定とその料金下での

交通需要の結果を表-2に示す．Case2，Case3では，一

般道路においても料金を徴収することを想定しているこ

表-2 料金と交通需要の計算結果 

表-3 総費用の計算結果とその内訳 

とからCase1に比べ一般道路の交通需要は減少している 

ことが分かる．また，表-3に示すように，Case1からCase3

にかけて，高速道路の交通需要が増加することで，維持

管理費用と総走行費用がいずれも増加している．対して，

Case1 から Case3 にかけて，一般道路の維持管理費用と

総走行費用は減少しており，社会システム全体に発生す

る費用，すなわちTCの合計からは，Case3における料金

水準が最適な財源調達方法と言える． 

４．おわりに 

 本研究では，2 リンクで維持管理費用を賄うための適

正料金水準の導出を行った．一般道路と高速道路をまと

めて統一的な料金体系とすることにより，維持管理費用

や総走行費用を抑えることができ，結果として総費用が

最小化されることが明らかとなった．  
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